
高齢者の社会参加・生活支援の充実に向けた国民的な運動の推進
～超高齢社会を支える地域社会の実現～

目指すべき社会

高齢者の社会参加の推進 生活支援（見守り・配食・外
出支援・サロン）の充実

目指すべき社会

現状

元気な高齢者の参加が推進され、生活支援の担い手として活躍する地域社会の実現

○ 高齢者の社会参加活動については60歳以上の高齢者のうち59.2％（平成20年）が1年間に何らかの活動に
参加。10年前と比べると15ポイント以上増加しているがまだ十分ではない。

○ 近年 孤立死 孤立化の問題 買い物難民等の問題が社会問題化 今後 認知症高齢者の増加 単身・夫

が

○ 近年、孤立死、孤立化の問題、買い物難民等の問題が社会問題化。今後、認知症高齢者の増加、単身・夫
婦のみ世帯の増加し、特に都市部で急速な高齢化が予想される中、支援を必要とする高齢者は増加する一
方、家庭や地域の力はますます低下することが懸念される。

世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみ
の世帯が増加していく。

65歳以上高齢者のうち、「認知症高齢者の日常生
活自立度」Ⅱ以上の高齢者が増加していく。
「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢
者数の推計（括弧内は65歳以上人口対比）
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世帯主が65歳以上の単独世帯と夫婦のみ世帯の世帯数全体に占める割合



○ 団塊の世代が退職する中で、高齢者の健康寿命の延伸や地域活性化のため、高齢者の社会参加を支援す
る枠組みを検討

取組の方向性

る枠組みを検討。

○ 高齢者が主体的に社会活動・地域活動に参加し、自分の人生を豊かにすることが当然であるといった価値
観が国民全体に醸成されるよう国民的な運動を展開。

○ 地域でボランティア、ＮＰＯ、社会福祉法人、企業、自治会、老人クラブなど様々な主体が生活支援（見守り・
配食・外出支援・サロン）に取り組み、地域の力によって、高齢者を支えることを推進。さらに元気な高齢者は生
活支援の担い手となるように誘導。

○ 地域で展開される活動のメニューが多様化し、高齢者の多様なニーズに合致。社会参加に対するバリア（イ

取組の効果

○ 地域で展開される活動のメ ュ が多様化し、高齢者の多様な ズに合致。社会参加に対するバリア（イ
メージのバリア、情報のバリアなど）が解消。これにより高齢者の社会参加が促進。

○ 若い世代を含めて高齢期の人生について豊かなイメージを持ち、参加が当たり前の社会となる。

○ 地域で現在それぞれ独自に展開している生活支援が拡大。有機的に結びつき、面的な広がりができる中で
地域の高齢者を広範囲に支援できるようになる。その中で元気な高齢者が担い手として活躍。

生きがい就労（柏市）地域交流拠点（大牟田市）

元気な高齢者による活動
が拡大 それが当たり前の

生きがい就労（柏市）地域交流拠点（大牟田市）

が拡大。それが当たり前の
社会が実現。

ペン習字教室

小規模多機能型居宅介護事業所と併設



例１：介護予防ボランティアによる介護予防と日常生活支援（長崎県佐々町）

○ 「介護予防ボランティア養成研修」を受けた65歳以上の高齢者が ①介護予防事業でのボランティア○ 「介護予防ボランティア養成研修」を受けた65歳以上の高齢者が、①介護予防事業でのボランティア
や、②地域の集会所などでの自主的な介護予防活動、③要支援者の自宅を訪問して行う掃除・ゴミ出し
等の訪問型生活支援サービスを行うことを支援。

○ 平成20年度から実施し、平成24年12月現在45名が登録・活動中。

介護予防・日常生活支援総合事業で実施

成 年度 実施 、 成 年 月現在 録 活動中。
○ 平成24年度からは介護保険法改正により導入した介護予防・日常生活支援総合事業で実施。

佐々町の介護予防ボランティア組織図

介護予防ボランティア養成研修
（介護予防事業）

『佐々町介護予防ボランティア』登録

①通所型介護予 ②地域型介護予 ③訪問型介護予①通所型介護予
防推進活動

②地域型介護予
防推進活動

③訪問型介護予
防推進活動※

介護予防推進連絡会
【各地区の情報交換 ・ 活動報告、新規メニュー紹介等】

※平成24年度より



例２：小規模多機能型居宅介護事業所と併設した地域の交流拠点の設置（大牟田市）

○ 通いを中心に 訪問や泊まりのサービスを提供する小規模多機能型居宅介護に 介護予防○ 通いを中心に、訪問や泊まりのサ ビスを提供する小規模多機能型居宅介護に、介護予防
拠点や地域交流施設の併設を義務付け、健康づくり、閉じこもり防止、世代間交流などの介護
予防事業を行うとともに、地域の集まり場、茶のみ場を提供し、ボランティアも含めた地域住民同
士の交流拠点となっている。士の交流拠点となっている。

○ 平成24年３月末現在、小規模多機能型居宅介護事業を行っている24事業所に設置。

ご近所の方に
よるお茶会

ペン習字教室



例３：介護支援ボランティアポイント（稲城市、横浜市など）

○ 介護予防等を目的とした 65歳以上の高齢者が介護施設等でボランティアをした場合にポイ○ 介護予防等を目的とした、65歳以上の高齢者が介護施設等でボランティアをした場合にポイ
ントを付与し、たまったポイントに応じて、換金等を行うことにより、実質的に介護保険料の負担
を軽減することができる制度（介護保険の地域支援事業で実施）。

○ 平成24年12月現在、75の自治体で実施。○ 平成24年12月現在、75の自治体で実施。
※ 登録者数は、横浜市では6,946人（同年11月現在）、稲城市では516人（同年10月現在）等

＜実施例＞横浜市介護支援ボランティアポイント制度
レクレーション
の進行役

趣味のちぎり絵
を指導中を指導中



例４：高齢者の生きがい就労（柏市）

○ 退職した高齢者が 社会とのつながりを保ち 地域で孤立することがないよう （１）農業 （２）生活○ 退職した高齢者が、社会とのつながりを保ち、地域で孤立することがないよう、（１）農業、（２）生活
支援、（３）育児、（４）地域の食、（５）福祉の５分野で高齢者の就労の場を創生する。

○ 現在、これらの分野で121名の高齢者が就労している。


